
【ポイント】
 千葉市では、地域計画の策定後に甚大な被害を伴う災害（令和元年房総半島台風等）を経験したことを教訓に、令和２年
１月に「災害に強いモデル都市」の実現に向けて必要な施策を体系的に整理した「災害に強いまちづくり政策パッケー
ジ」を策定・公表

 地域計画の改定に際して、同パッケージの推進を明確に盛り込むとともに、関連するKPIを設定することで適切に進捗を
管理

１．取組を実施するきっかけとなった背景や課題

• 令和元年台風15号（房総半島台風）、19号（東日本台風）及び10月25日の大雨により、大規模⾧期停電、停電に伴う通
信障害や断水、がけ崩れによる犠牲者の発生、広範囲にわたる冠水等、これまで千葉市では経験したことのない多様で甚
大な被害が発生した。

• この経験を教訓として活かし、「災害に強いモデル都市」の実現に向けて取り組む必要性が高まった。

２．取組の内容

• 電力の強靭化を始めとする以下の５つを柱とする「災害に強いまちづくり政策パッケージ」を令和２年１月23日に策定し
た。

• ５つの柱に基づき、風水害に伴う被害の発生予防や発災時に備えた支援・復旧体制の構築に向けた取組の方向性を打ち出す
とともに、74の個別事業を推進している。

〔参考〕策定団体の例（災害経験を踏まえた重点化施策の整理と施策の重点化）【千葉県千葉市】



取組内容５つの柱#

・全ての公民館・市立学校等に太陽光発電設備・蓄電池を整備
・EV等で電気を届けるマッチングネットワークの構築
・自立的に電気を「作る」「ためる」「使える」環境づくりの促進
・⾧期停電時に電力を維持し速やかに復旧できる体制の構築と予防

電力の強靭化1

・停電しても通信途絶が起こらない仕組みの構築（携帯電話基地局の電力維持など）
・固定電話網の維持
・地域防災無線（携帯無線）の強化ほか

通信の強靭化2

・崩れたがけの復旧、被災した宅地の擁壁の改修・新設助成
・危険ながけ地付近からの移転助成
・危険箇所等についての周知啓発
・冠水等対策の強化（雨水貯留槽等）

土砂災害・冠水等対策の強化3

・多様な手段で災害情報を収集・発信（SNSを使った情報収集ほか）
・避難所環境の整備
・断水対策の強化

災害時の安全・安心の確保4

・幅広い連携による災害対応の強化（電力通信事業者・宅建協会等と協定締結、EV等で電気を
届けるマッチングネットワークほか）

民間企業等との連携拡大5

３．本取組と地域計画の関係及び取組の効果等

【本取組と地域計画の関係】
• 地域計画を改定する以前から、本パッケージの５つの柱に類する施策等はすでに地域計画に記載しており、それぞれ取
組を推進していたが、観測史上第一位の暴風などにより経験したことのない多様で甚大な被害が発生した。

• 令和５年３月の地域計画改定においては、令和元年の風水害を踏まえ改めて千葉市の脆弱性を分析・評価するとともに、
本パッケージの施策や事業、関連するKPIを明確に盛り込んだ。

• 地域計画の進捗管理の中で、本パッケージに基づく施策・事業の進捗状況も合せて確認しており、個別の施策・事業の
進捗管理に留まることなく、全庁的な情報共有を可能とした。



【取組の効果】

令和元年の災害では、電力の強靱化の必要性が浮き彫りになった。電力の強靱化に関する主な事業の例としては、以下のものが挙げ

られる。

 令和４年度末までに、避難所等の災害時の拠点になる市内の学校及び公民館の182施設に太陽光発電設備と蓄電池を設置し、避難

所の機能強化を図った。

 災害等による停電が発生した際に、EV等をお持ちの市民が電力を必要とする施設等にEV等の電力を届けるボランティアになって

もらう制度（EVサポーター制度）を開始し、地域内で電力を共助し合う仕組みを構築。（令和４年４月１日～）

 市と電力事業者との間での「災害時における停電復旧作業及び啓開作業に伴う障害物等除去に関する覚書」を新たに締結し、電気

の復旧と道路啓開の迅速化を図る。

４．周囲の声（庁内職員・住民・企業）

• 全庁横断的な施策体系を整理したことで、災害に対する職員の意識が向上したと感じている。
• 令和元年以降大規模災害は発生していないが、災害発生に備え様々な分野で各事業を活用できるよう、同パッケージに基
づき事前準備を進めている。

• 「災害に強いモデル都市」を対外的にアピールすることができた。

５．今後の展開予定

【本取組と地域計画の関係】
• 今後も「災害に強いまちづくり政策パッケージ」事業の進捗管理を行うとともに、他の自治体に先駆けた取組の検討を進
めるなど、引き続き全庁が一体となって「災害に強いモデル都市」を目指していく。


